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第１章 水管理制御システム概論 

 

1.1 水管理制御システムの概要 

1.1.1 水管理制御システムの現状 

水管理制御システムは昭和 40 年代後半から本格的に導入され、累積導入地区数は加速度的に増

大し、現在までにダムをはじめ多くのポンプ場・頭首工・分水工・水路などの主要水利施設で稼働

している。  

近年の水管理制御システムは、通信回線や PC のみならず他の使用機器においても IT 化が進み、

高速で多機能なシステムを構成することが可能となってきている。 

また、近年ではスマートフォンとともに急速に普及したクラウドサービスを利用した、クラウド

方式の水管理制御システムが導入され、従来からあるオンプレミス方式の水管理制御システムとの

共存が始まっている。 

そのため、水管理制御システムの運用・管理に当たっては、高度な知識と熟練した技術が要求さ

れるようになってきている。 

さらに、入手した情報は従来のように水管理制御システム内に蓄積・記録されるのみではなく、

情報提供を行うことで営農・災害・防災などに利用、活用を期待されている。 

反面、近年は農業をとりまく環境が厳しいことから、農業生産においてもコストダウンあるいは

合理化、効率化が重要視され、農業農村整備事業における受益農家負担の軽減を図ることが望まれ

ている。これに伴い、事業の効率的な効果の早期発現、維持管理費の軽減、農業用水の効率的な運

用がますます重要となってきている。 

このため、水管理制御システムの設置に当たっては、計画・設計の段階においてこれら諸条件を

十分考慮した上で、その地区が持つ状況、営農形態及び水管理制御システムのもたらす効果につい

て十分認識し、適切な施設とする必要がある。 

 

1.1.2 農業水利施設と水管理制御システム 

(1) 農業水利施設 

図 1.1-1 は地区の農業水利施設の概要を模式図により示したものである。河川上流からダム、頭

首工、パイプライン、ファームポンド、調整池、開水路、揚水ポンプ場、放水工、減圧水槽、排水

ポンプ場、中央管理所の各施設がその目的と機能に応じて配置されている。 

(2) 水管理制御システム 

水管理制御システムは、これらの農業水利施設とそこを流れる用水や排水を監視制御して、必要

な量を適当な時間に安全かつロスを極力減らして送配水することを目的とするシステムである。 

このシステムはテレメータ・テレコントロール装置と呼ばれる遠方監視制御装置を利用してポン

プ場、分水工などに設置されるポンプやゲート、バルブ設備を監視制御する。 

テレメータ・テレコントロール装置は必要な各種のデータを遠方まで伝送して、遠方から設備・

機器の監視及び運転ができるようにする装置である。遠方から監視・制御する側を中央管理所（親

局）と呼び、監視・制御される施設を被管理所（子局）と呼ぶ。 

また、信号が伝送される通路を伝送路という。 
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親局は、子局へ制御信号を送信し子局からの計測・監視信号を受信するテレメータ・テレコント

ロール親局装置と、大型表示装置などの監視盤、操作卓、データ処理装置、表示記録端末装置、プ

リンタなどを組み合わせて構成する。 
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一方、子局は親局からの制御信号を受信し水文状況の計測信号や設備の状況を示す監視信号を親

局へ送信するテレメータ・テレコントロール子局装置と、受配電盤、ポンプ・バルブ設備などの制

御盤・計装盤などと接続して構成する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.1-1 農業水利施設の模式図 
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1.1.3 水管理制御システムの構成 

水管理制御システムの構成は管理対象とする施設の監視・操作・制御機能、管理方法など（巡回

監視でよいか、機側操作・遠方操作のどちらか、中央管理が必要か、手動か自動かなど）及びデー

タ処理・記録の程度等によって適切に組み合わせる。 

 

(1) データ処理装置 

水位、流量をはじめ各種のデータの 

収集、演算、記憶、表示記録、警報及 

び制御処理を行うもので、その主要な 

装置はコンピュータである。 

 

 

 

 

 

図 1.1-2 データ処理装置外観（例） 

 

(2) 監視・制御装置 

システム全体の状況を把握しゲート、ポンプな 

どの機械設備の操作、制御を行う装置で、ミニ 

グラフィックパネル、操作卓、大型表示装置等 

で構成される。 

近年では大型表示装置の採用が多くを占めミニ 

グラフィックパネルはほとんど使用されない。 

また、操作卓はダムや頭首工などを管理する重要 

度が高いシステムにおいて今でも採用されること 

がある。 

 

図 1.1-3 ミニグラフィックパネル・操作卓外観 （例） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.1-4 大型表示装置外観（例） 
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(3) テレメータ・テレコントロール装置 

テレメータは遠方監視といわれシステム 

の監視・操作に必要なダム、頭首工等の水 

位、流量、ゲート開度、雨量、状態信号等 

のデータを遠方から監視するものであり、 

テレコントロール装置はそのデータに基づ 

いて機器の制御操作を遠方から行うもので 

ある。 

 

 

 

 

図 1.1-5 テレメータ・テレコントロール装置外観（例） 

 

 

(4) 放流警報装置 

ダム等から放流する場合に、下流の住民等に対して 

水位上昇の危険を通知するための装置で、管理所の 

操作卓からの操作で下流に設置された警報局からサ 

イレン、擬似音、音声放送によって警告する。 

また、警報局で発しているサイレン音、擬似音、 

吹鳴音を返送信号で確認するために操作卓に制御確認 

のランプ表示をするとともに、プリンタで月日時分、 

局名、制御内容を記録する。 

 

 

 

図 1.1-6 放流警報装置外観（例） 

 

(5) CCTV 装置 

ダム、頭首工等の運用の安全と操作の確実を図るため監視を行う装置で、カメラ、モニタテレビ、

それらの制御装置及び信号を伝送するケーブル等で構成され、伝送画像によって「準動画」と「動

画」に区分される。 

図 1.1-7 に CCTV 装置外観例を示す。 

近年はカメラとカメラサーバ及び LAN 伝送部が一体となり、画像監視・カメラ操作がパソコンで

行えるIPカメラを使用することが増えてきている。伝送回線は画像伝送がIP通信で行われるため、

地域 IP 網接続サービスや無線 LAN アクセスを使用する場合が多い。カメラ画像の表示・操作には専

用表示端末を設置する方法や表示端末装置等を共用する方法がある。 

図 1.1-8 に IP カメラと無線 LAN アクセスの取付例を示す。 
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図 1.1-7 CCTV 装置外観（例） 

 

 

図 1.1-7 CCTV 装置外観（例） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.1-8 IP カメラ＆無線 LAN アクセス 取付（例） 

 

 

  

無線 LAN アクセス 

IP カメラ 

カメラ装置 
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1.2 オンプレミス方式とクラウド方式の比較 

1.2.1 オンプレミス方式とクラウド方式の概要 

オンプレミス方式とは、一般的にシステムを構成する設備を自らの拠点に構築し運用・管理を行

う方式であり、水管理制御システムにおいては、親局設備の機能を中央管理所等に設置するハード

ウェアで実現する従来からの方式を指す。一方でクラウド方式とは、一般的にクラウド事業者が運

用・管理するクラウドサーバを利用しシステムを構築する方式であり、水管理制御システムにおい

ては、中央管理所の親局設備が担っている機能をインターネット上のクラウドサーバで構築する方

式を指す。クラウド方式では、中央管理所に設置する親局設備のハードウェアが不要になるため、

機器の老朽化に伴う更新費用や OS サポート終了に伴う専用ソフトウェア更新費用などのライフサ

イクルコストの低減が期待できる。 

また、利用者は中央管理所、自宅等から汎用のパソコンやスマートフォン等の携帯端末を用いて、

インターネット経由で監視制御操作を行うことができ、利便性の向上も期待できる。 

一方、クラウド方式は、インターネットを介したシステムであることから、監視制御操作のリア

ルタイム性や確実性が担保できないといった課題がある。 

また、機能や性能はクラウド事業者の既存の標準ソフトウェアに依存する部分が多いため、地区

毎の要望への柔軟な対応にも課題があり、クラウド方式の導入に当たっては、その課題や留意事項、

管理対象施設や施設規模、地区毎の現地特性や運用方式等を十分に考慮した上で、適否を検討する

必要がある。 

 

1.2.2 オンプレミス方式とクラウド方式の概念図 

オンプレミス方式の水管理制御システムは親局設備の機能を中央管理所等に設置するハードウェ

アで実現する方式であり、クラウド方式の水管理制御システムは親局設備の機能をインターネット

上のクラウドサーバで実現する方式である。 

また、オンプレミス方式とクラウド方式とを組み合わせた方式としてハイブリッド方式がある。

ハイブリッド方式では、例えばリアルタイムな監視制御が必要な局をオンプレミス方式で、それ以

外の局をクラウド方式で監視制御する水管理制御システムを指す。 

オンプレミス方式とクラウド方式のそれぞれの水管理制御システムの概念図を図 1.2-1 に示す。 
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図 1.2-1 オンプレミス方式／クラウド方式 概念図 
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1.2.3 オンプレミス方式とクラウド方式の比較表 

オンプレミス方式とクラウド方式の比較表を表 1.2-1 に示す。 

 

表 1.2-1 オンプレミス方式とクラウド方式の比較表（1/3） 

項  目 オンプレミス方式 クラウド方式 

1. 概要 中央管理所等に設置される TM・TC 親
局装置、入出力処理装置、データ処理
装置、Web サーバ端末等の機器と、地
区毎の要求仕様に対応して設計・製
作されるソフトウェアにより 監視・
操作・制御を行う方式 
 

中央管理所の親局機能を、民間のク
ラウド事業者が運用するクラウドサ
ーバ上に構築し、汎用のパソコン、ス
マートフォン等から監視・操作・制御
を行う方式 

2. 機能・性能 
1) ディスプレイ等への 

監視情報表示の更新間 
隔 

 
計測情報：通常、数秒から１分以内の
周期で表示を自動で更新 
監視情報：通常、状態変化時に表示を
自動で更新 

 
計測情報：通常、１分から 10 分周期
で表示を自動又は手動で更新 
監視情報：通常、状態変化時又は１分
から 10 分周期で表示を自動又は手
動で更新 
 

2) 操作・制御の即応性 独自仕様機器のため、即応性は高い。 処理はインターネット、クラウドサ
ーバを経由して行うため、オンプレ
ミス方式に比べ即応性は劣る。イン
ターネット回線混雑時には遅延が大
きくなる。 
また、回線障害時の対策として、将来
的には携帯通信事業者の二重化（２
キャリア）による対策も考えられる
が、対応可能なクラウドサービスが
限られ、また費用面も課題がある。 
 

3) 機能異常通知、帳票出力 
機能等、監視、操作・制 
御 
メニューの設計自由度 

地区毎の要求に応じて個別に設計・
調達するため、設計の自由度は高い。 
導入後のメニュー変更は、ソフトウ
ェアの変更を要し、費用が高額。 

クラウド事業者が提供する標準機能
からメニュー選択するため、オンプ
レミス方式に比べ設計自由度は劣
る。 
標準メニューはクラウド事業者毎に
異なる。 
 

4) システム規模 
  ①対応できる子局等の 
   数 

 
特に制約なし 

 
特に制約なし 

  ②対応できる監視点数 特に制約なし 特に制約なし 
（ただし監視点数に応じて利用料
（月額）が異なる場合がある。） 
 

  ③対応できる制御点数 特に制約なし 特に制約なし 
（ただし制御の有無、点数に応じて
利用料（月額）が異なる場合がある。） 
 

5) 子局追加時の対応 
 

導入後の子局の追加は、ソフトウェ
アの変更、構成によっては親局ハー
ドウェアの変更が必要となり、それ
に伴う費用と設計～導入期間が必要
となる。 

導入後の子局の追加は、クラウドサ
ーバのソフトウェアの変更が必要と
なり、それに伴う費用と設計～導入
期間が必要となる。なお、親局機能を
クラウドサーバ上に構築しているこ
とから、親局ハードウェアの変更は
不要。 
 

6) 携帯通信サービス 
終了時の対応 

 

（携帯通信サービスを利用する場
合） 
通信機器（モバイルルータ等）の更新
で対応が可能。 
 

通信機器（モバイルルータ等）の更新
で対応が可能。 
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表 1.2-1 オンプレミス方式とクラウド方式の比較表（2/3） 

項  目 オンプレミス方式 クラウド方式 

7) 監視制御場所 中央管理所等、操作卓を設置する場
所から監視制御。 
出先等からの監視を行う場合は Web 
サーバの設置が必要。 

インターネットに接続された汎用パ
ソコンやスマートフォンから監視制
御が可能なため、場所的な制約が無
い。 
 

3. 安全性・信頼性 
1) セキュリティ対策 

 
中央管理所への入室は管理されてお
り、通常、外部からのログイン機能は
ない。 
専用回線、公衆回線（VPN）を利用す
る場合、セキュリティは高い。 

 
携帯電話回線（閉域網や暗号化通
信 ）を利用したサービスにより、セ
キュリティを確保。 
汎用のパソコン、スマートフォン等
からインターネットを利用するた
め、ID とパスワード等での認証によ
りセキュリティを確保。 
 

2) 可用性 演算処理を行うデータ処理装置など
の装置の二重化、停電対策のための 
UPS 及び非常用発電装置を自ら設
置・管理することにより信頼性を確
保。 
中央管理所等に設置した親局が被災
したり、専用回線が断線したりした
場合、監視、操作・制御が不能となる
（復旧には相当の費用と期間が必
要）。 
サービスの保守・メンテナンスによ
り、不定期に短時間のサービス停止
は発生する。 
 

クラウドサーバは通常、耐震性に優
れたデータセンター内に設置されて
おり、UPS や非常用発電装置による停
電対策もクラウドサービスに含まれ
ており信頼性が高い。 
多くのクラウドサービスではクラウ
ドサーバは複数拠点化されている。 
クラウドサーバの保守・障害、インタ
ーネットの障害や輻輳により、監視、
操作・制御ができない場合がある。 
 

3) システムの継続性 機器が故障するまでは使用可能。利
用継続には定期的な機器の更新が必
要。 
 
 
システム納入業者の経営状況に依存
せず、継続使用可能。 

子局に関しては機器が故障するまで
は使用可能。利用継続には定期的な
機器の更新が必要（オンプレミス方
式と同様）。 
 
クラウドサービスによる運用は、上
下水道部門でも導入されており、将
来的にも継続性が見込まれる。 
ただし、クラウド事業者の経営状況
等によっては、サービス終了のリス
クもあることから、社会インフラ分
野において継続的に実績のある事業
者やクラウドサービスを選定する
等、に留意する必要がある。 
 

4. 機器設置スペース 中央管理所に TM・TC 親局装置、入出
力処理装置、データ処理装置、 Web 
サーバ 、操作卓等の設置スペースが
必要。 
 

中央管理所には汎用パソコンやプリ
ンタ等の設置スペースのみ必要。 

5. 経済性 
 1) イニシャルコスト 

 
地区毎の要求仕様に基づいて製作さ
れる機器のため高価。 
親局設備として TM・TC 親局装置等の
専用装置や、データ処理装置等の複
数台の FA-PC、収容筐体等が必要なた
め、その分のハードウェア費用が必
要。 
 

 
親局のハードウェアは、データセン
ターの機能となるため不要であり安
価。また、ソフトウェアはクラウド事
業者が提供する標準的なソフトウェ
ア仕様で製作した場合は比較的安
価。ただし、地区毎の要求仕様によっ
て、標準的なソフトウェア仕様で対
応できない場合は、設計・ソフトウェ
ア開発等の費用が必要となる場合が
ある。 
クラウドサーバは、多くのユーザで
利用する形態であるため、個別の設
置費用は不要。 
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表 1.2-1 オンプレミス方式とクラウド方式の比較表（3/3） 

項  目 オンプレミス方式 クラウド方式 

 2) ランニングコスト システム利用料：不要 
 
 
 
 
 
通信費：事業者回線（VPN）の場合、
月次の回線利用料。 
 
 
 
定期交換部品：中央管理所等に設置
される TM・TC 親局装置、入出力処理
装置、データ処理装置、Web サーバ等
の機器の定期部品交換が必要。 
また子局に設置される TM・TC 子局装
置、入出力中継装置等の機器の定期
部品交換が必要。 
 
 
 
OS サポート終了時の対応：FA-PC 上
に専用ソフトウェアを構築するた
め、OS サポート終了に伴う更新費用、
システム改造費用が必要。 

クラウドサービス利用料：監視点数
や機能等に応じた月次の利用料。カ
メラ映像を監視する場合は、別途回
線やサービスの契約が必要になる場
合がある。 
 
通信費：携帯電話回線の費用はクラ
ウドサービス利用料に含むことが多
い。有線回線（VPN）の場合、別途必
要。 
 
定期交換部品：親局（中央管理所等）
に TM・TC 親局装置、入出力処理装置、
データ処理装置、Web サーバ等の機器
が設置されないため、これら機器の
定期部品交換は不要。 
また子局に設置される TM・TC 子局装
置、入出力中継装置等の機器の定期
部品交換はオンプレミス方式と同様
に必要。 
 
OS サポート終了時の対応：操作用の
OA-PC の更新が必要。OA-PC 上に専用
ソフトウェアを構築しないため、OS
サポート終了に伴うシステム改造費
用は不要。 
 

 

1.2.4 ハイブリッド方式の概要 

一般的にハイブリッド方式のクラウドシステムとは、オンプレミス方式とクラウド方式とを組み

合わせたシステムや、プライベートクラウド（特定の組織・企業専用にサーバ等の環境を構築する

クラウド）とパブリッククラウド（複数の利用者でサーバ等の環境を共有するクラウド）とを組み

合わせたシステムのことを指す。水管理制御システムでは、前者をハイブリッド方式の水管理制御

システムと呼ぶ。 

水管理制御システムにおいては、管理対象施設や施設規模、地区ごとの現地特性や運用方式等に

よってクラウド方式の適用が困難な場合がある。その対策の一つとして、クラウド方式の適用が困

難な施設はオンプレミス方式で監視制御し、それ以外の局はクラウド方式で監視制御するハイブリ

ッド方式の適用が考えられる。 

 

ハイブリッド方式の水管理制御システムの基本的な構成を図 1.2-2 に示す。 
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図 1.2-2 ハイブリッド方式の水管理制御システムの概念図 

 

 

1.2.5 水管理制御システムに適用する方式の選定について 

水管理制御システムに適用する方式の選定に当たっては、監視制御対象施設の特性や施設規模、

地区毎の現地特性や運用方式等を十分考慮し、各方式（オンプレミス、クラウド、ハイブリッド）

の適否を検討する必要がある。 

なお、検討に当たっては、第Ⅳ編 1.1 項参照。 
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1.3 水管理制御システムの使用目的による分類 

本指針では、水管理制御システムをその使用目的により次のとおり分類する。 

(1) 水路系に用いられる水管理制御システム 

(2) ポンプ運転管理に用いられる水管理制御システム 

(3) ダム・頭首工管理に用いられる水管理制御システム 

 

1.3.1 水路系に用いられる水管理制御システム 

(1) 用水路系 

用水路系の送配水管理上の検討課題として下記の事項に留意する必要がある。 

① 供給主導又は需要主導の水管理方式の設定 

② 水位、流量調整と制御方式の設定 

③ 用水到達時間の把握と無効放流の節減方法 

④ 用水の需要と供給の調整方法 

⑤ 分水量の適正な配分方式 

⑥ 水路の安全と維持管理 

用水路系の水管理方式の典型的なものに「供給主導型」と「需要主導型」がある。「供給主導型」

の水管理方式の一例としては、開水路による送水がある。一般に管理者が開水路途中の各分水工掛

りのかんがいほ場で、希望する用水量を集計して、この水量に基づいて水源の取水量を制御する。 

各分水工のゲート・バルブ操作は管理者側で直接行う又は管理者から委託された受益者側の責任

者が行う。このように、管理者（供給側）により送水量を制御する水管理方式を「供給主導型」と

呼んでいる。 

一方、「需要主導型」の水管理方式の具体的な例として家庭用の水道をあげることができる。水道

は、利用者が水を使いたいときに蛇口を開けば水が出るし、また、止めたい時には蛇口を閉めると

水を止めることができる。 

水を供給する側は、この自由な水使用を保証できるように供給施設を制御している。 

このように受益者の自由意志に基づいて使用される水を供給する水管理方式を「需要主導型」と

呼び、畑地かんがいのファ－ムポンド以降のパイプラインや水田パイプラインの末端などでは多く

採用されている。 

この両水管理方式を水路形式からみると、開水路系は「供給主導型」、管水路系（パイプライン）

は「需要主導型」となる場合が多い。しかし、パイプラインでも、①水源の容量が最大需要水量に

対応するものであるか、②それにかわる調整能力を持った調整池やファームポンドがなくては「需

要主導型」の円滑な運用はあまり期待できない。これらの容量が不足する場合は、需要側が輪番制

をとるなどして「供給主導型」的な運用を採り入れる必要がある。 

用水路系の水管理方式は水源、送配水形態、需要水量などを十分に検討して決定する必要がある。 

 

(2) 排水路系 

排水には常時排水と洪水排水がある。常時排水は従来から自然排水が主体になっているが、水田

の汎用化により畑地として利用する場合もあり、地域内の地下水位を機械排水などにより制御する

例が増加している。 
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一方、洪水時の排水管理は、降雨による流出量を制御することができないので受身の管理となる

場合が多い。洪水時排水の管理には、①降雨時に自然排水からポンプ排水へ切換える確実性、②流

出量の変化に対する最適な制御をどう行うかなどの問題がある。これらの問題に的確に対処するた

めには、上流地域の降雨量も含めて各地点での流出量、同地域関連排水機場の運転状態などを把握

する必要がある。特に住宅地との混在地域で洪水が発生した場合、排水ポンプの始動の遅れは許さ

れないので、先行待機運転などで対処することも検討する必要がある。 

 

(3) 水路形態と監視制御対象 

水路形態には図 1.3-1 に示すように開水路形式と管水路（パイプライン）形式の２種類があり、

管水路形式はさらにオープンタイプ、クローズドタイプ及びセミクローズドタイプに分類される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.3-1 水路形態の分類 

 

水路形態と制御対象の一般的な組合せ例を表 1.3-1 に示す。 

 

表 1.3-1 水路形態と制御対象の組合せ（例） 

  水路形態 
 
制御対象 

開水路 
管水路（パイプライン） 

オープンタイプ クローズドタイプ セミクローズドタイプ 

流   量 ◎ ◎ ○ ○ 

水   位 ◎ ◎ － ◎ 

圧   力 － － ◎ ○ 

（注） ◎：監視と制御、○：監視のみ 

 

 ① 開水路 

自由水面を持つ水路を主体とする形態であり、開水路、暗渠、トンネル、サイホンなどにより

構成される。サイホンなどのように自由水面を持たない管水路が部分的に介在しても、水路系全

体としては開水路形式と呼ぶ。ゲート操作により流量の調整を行う場合、流量変化の伝達速度は

管水路に比べて応答が遅く、特に長大水路では定常状態に至るまでにはかなりの時間を要する。 

開水路の主な制御方式としては定比流量制御方式、上流水位制御方式、下流水位制御方式があ

る。 

 

水 路 

開水路 

管水路（パイプライン） 

オープンタイプ 

クローズドタイプ 

セミクローズドタイプ 
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(a) 定比流量制御方式 

最も簡単な制御方式であり、幹線水路において分水管理を必要とせず、また適正な一元管理が

不可能な場合に選択される。供給者は頭首工地点で需要を満たすのに不足しない流量を流し込み、

分水地点では定比分水工により自然分水される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.3-2 定比流量制御方式 

 

 (b) 上流水位制御方式 

各チェックゲート区間水位において、上流側区間水位が設定水位に到達したら、次段区間水位

を確保する。以下順に区間水位を上流側区間から、下流側区間に向かって水位制御する方式。 

上流側貯留時間分、下流への流下到達時間が必要になるので、時間遅れ、無効放水にならない

配慮が必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.3-3 上流水位制御方式 

 

 

 

 

 

 

 

主水路ゲート 分水路ゲート 

主水路 分水路 

水位計 

頭首工 
Ｍ 

上流水位ゲート 

Ｍ 
Ｍ 

分水工 
分水工 
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(c) 下流水位制御方式 

各チェックゲート区間水位において、直上流区間貯留分を下流側区間へ流下させる。 

各チェックゲートを同時操作することで流下時間遅れを少なく抑えることが可能になるが、

水路内貯留量が少ないと、区間水位は、どの区間水位とも低下するため、これを予防するのに、

流入量を多めにするなどの考慮が必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.3-4 下流水位制御方式 

 

② 管水路（パイプライン） 

パイプラインにはオープンタイプ、クローズドタイプ、セミクローズドタイプの３種類があ

る。 

(a) オープンタイプパイプライン 

パイプラインに沿った要所要所に自由水面を持つスタンド（立ち上がり）を配置した形式で

ある。スタンドには調圧作用の他に、分水工や放水工などの機能を兼用させるのが一般的であ

る。開水路に準じた水路形態であり、余水はすべて放流される。 

①分水量の調節が容易、②低水圧で利用できるが管径が大となる、③分水点では放流施設が

必要、④傾斜地にはスタンドが多くなり不向き等の特徴がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

頭首工 
Ｍ 

下流水位ゲート 

Ｍ 
Ｍ 

分水工 
分水工 分水工 

水位計 

図 1.3-5 オープンタイプパイプライン（例） 
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(b) クローズドタイプパイプライン 

上流から末端まで閉管路で流水が連続し、末端の給水栓を開くことにより所要の水量及び

水頭を得る形式である。 

①水頭を有効利用できるが内水圧が高くなる、②オープンタイプよりも管径を小さくでき

る、③スタンド及び分水点に放流施設が不要、④内圧変動による給水量変化がある等の特徴が

ある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(c) セミクローズドタイプパイプライン 

フロート弁類を連続的に用いることにより構成される形式である。クローズド方式では管

路にかかる静水圧が過大となる場合に、静水圧を切る目的で用いられることが多い。フロート

弁による調圧機能によりオープン方式のような無効放流はない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4) パイプラインの送配水方式による分類 

パイプラインの送配水方式は、自然圧式（自然流下式）とポンプ圧送式に大別され、さらにポン

プ圧送式は配水槽式、圧力水槽式、ポンプ直送式に分類される。 

パイプラインの送配水方式の概要を表 1.3-2 に示す。 

 

 

 

図 1.3-6 クローズドタイプパイプライン（例） 

図 1.3-7 セミクローズドタイプパイプライン（例） 
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表 1.3-2 送配水方式の概要 

送配水方式 送配水方式の概要 

自然圧式 地形上の自然落差を利用して送配水する方法 

ポンプ 
圧送式 

配水槽式 
送水あるいは配水のために必要な水頭が得られる場所に配水槽を
設け、それに一旦ポンプ等で揚水したのち、自然圧式で送配水する
方法 

圧力水槽式 
ポンプ直送の場合で、特に水撃圧防止や、自動運転時の頻繁な断続
運転回避の目的で、ポンプの吐出口近くに圧力水槽を設ける方法 

ポンプ直送式 
所定の落差が地形上得られない場合や、所定の水圧が必要な場合、
直接ポンプによって圧送する方法 
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1.3.2 ポンプ運転管理システム 

(1) 運転方式 

ポンプの運転方式は、ポンプ場諸設備の性能特性、運転条件等を総合的に検討し、安全かつ適正

な運用ができるようにしなければならない。 

 

(2) 運転管理設備 

運転管理設備として、ポンプ場の運転操作及び保守管理を適切かつ安全に行うため、ポンプ設備

の規模、運転方式、立地条件等を検討の上、必要な運転監視制御設備及び維持管理設備などを設け

る。 

また、ポンプ設備のほか地域全体の用排水系統や他の流域等に与える影響等を十分配慮した上で

検討し、特に洪水時については十分な安全対策が図れる体制とする。 

運転管理設備は、用排水系全体の各水利施設にわたる総合的な水管理を検討し、ポンプ場の施設

能力を最大限に発揮させて、最も効率的にポンプの運転目的を達成するとともに、各設備の機能を

常に良好な状態に維持して、諸設備の性能特性及び運転条件等に応じた適切な運転管理ができるこ

とがきわめて重要である。 

運転管理設備には、下記のものがある。 

① ポンプの適正な運転・監視・制御を行うための監視制御装置、機側操作盤等の運転監視制御設

備 

② 運転・監視・制御に必要な水位、流量及び雨量等を計測するための計測設備 

③ ポンプの遠方監視制御に必要な計測データ及びポンプの操作信号を伝送するテレメータ・テ

レコントロール装置並びに伝送路 

④ ポンプ場の保守管理を安全かつ適切に行うための管理所、管理用道路、保安設備等の維持管理

設備 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



  

- 28 - 

 

 

図 1.3-8 ポンプ場運転管理システム（例） 

1.3.3 ダム・頭首工管理システム 

(1) ダム管理 

ダム管理には農業用水、上水道、工業用水、発電などの利水目的のための管理と、洪水調節のた

めの管理がある。 

利水管理においては、かんがい期及び非かんがい期の貯水運用ルールを定め、これに基づいて適

切に管理することにより、貯留水の有効利用と平水・渇水時の所要用水量の確保を図る。観測項目

としては、貯水位、貯水量、流入量、取水量、放流量、雨量、雪量などがあり、制御対象としては

取水ゲート、農業用水取水バルブ、緊急放流ゲートなどがある。 

洪水時管理はダムの運用に関する管理と、放流に伴うダム下流河川における危険防止のための管

理に大別される。後者の場合は放流に伴う危険を一般に周知させるための措置としてダム放流警報

が河川法に定められており、その手段として可聴警報と可視警報がある。放流操作に必要な観測項

目として、貯水位、ゲート開度、ダム上流域の雨量やダム上下流の河川水位、ダム諸量があり、こ

れらのデータを参考に流況に合わせた放流計画を作成する。また制御対象としては洪水吐ゲートが

ある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.3-9 流域状況図（例） 
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図 1.3-10 放流状況図（例） 
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図 1.3-11 操作画面（例） 

(2) 頭首工管理 

頭首工管理は、平常時においては堰上流の水位を一定以上に保ち、必要量の用水を取水するとと

もに下流に義務放流量を流化させることが目的である。 

また、洪水時は流水を安全に流下させることと河川のミオ筋を維持することが目的となる。この

とき下流河川への影響が大きい場合は放流警報が必要となる。観測項目としては、堰上下流水位、

用水路流量、雨量などがあり、制御対象としては取水ゲート、洪水吐ゲート、土砂吐ゲート、制水

ゲートなどがある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.3-12 頭首工管理システム（例） 

 

 


